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世界のCO2排出量の推移
• 新型コロナウィルスの影響で2020年は約7%減少

出所：Global Carbon Project: Carbon Budget 2020
https://www.globalcarbonproject.org/carbonbudget/
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気候野心同盟 “Climate Ambition Alliance” Net Zero 2050
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https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=94

パリ協定のもと2050年までにCO2排出実質ゼロ(Net Zero)を目指し行
動することを2019年9月の国連気候変動サミットで立ち上げられた
「気候野心同盟」(Climate Ambition Alliance)で宣言している。

• 参加数：3513 (2021年4月30日現在) ※日本からは108
• 都市：509都市(日本の91都市を含む)
• 地域：23地域
• 企業：2163社(日本の17企業を含む)
• 団体：571団体(日本の1団体を含む)←千葉商科大学
• 投資家：126(日本の2投資家を含む)
• 国：121カ国(日本を含む) ← 2020年11月に加盟

菅内閣総理大臣は所信表明演説において「我が国は2050年までに温室
効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボン
ニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すこと」を宣言(2020年10月)

https://climateaction.unfccc.int/views/cooperative-initiative-details.html?id=94
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世界の都市が自然エネルギー100%目標を宣言
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出所: REN21「自然エネルギー都市世界白書 2021」
https://www.ren21.net/reports/cities-global-status-report/

https://www.ren21.net/reports/cities-global-status-report/
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日本国内のゼロカーボンシティ表明
環境省「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体」

5
出所:環境省「2050年二酸化炭素排出実質ゼロ表明自治体」
https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html

https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html
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世界の自然エネルギー(風力発電と太陽光発電)の推移
• 2020年の太陽光および風力発電の新規導入量220GWは過去最高(全発電設備の約7割)
• 太陽光発電と風力発電の合計が15億kW(1.5TW)に達し、原発の4倍近くに
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出典：GWEC, IRENAデータなどより作成
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日本は累積導入量67GW(6700万kW)で世界第３位、新規導入量5.5GW(550万kW)で世界第4位

人口一人当たり累積導入量はオーストラリアが第1位、日本はドイツ、オランダに次ぐ第4位(530W/人)

出典：IRENA,SEIAデータ等からISEP作成

太陽光発電の導入量の国別比較
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日本の2020年の電源構成
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 日本全体の2020年の自然エネルギー発電量の比率は約20%に
 太陽光の比率が8.5%になる一方で風力は0.9%、VRE比率が9.4%に

出典：資源エネルギー庁「電力調査統計」等よりISEP作成

※自家発電の自家消費を含む
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日本国内の電源構成の推移
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2020年の自然エネルギーの年間発電電力量が20%を超えた(速報値)。
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電力会社エリア別の電力需給における自然エネルギー割合(2020年度)

10出所: 一般送配電事業者の需給データよりISEP作成

※()カッコ内はVRE比率
VRE(変動する自然エネルギー)
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東京電力エリアと東北電力エリアの電力需給(2020年度)
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再エネ:33.3%

再エネ:12.7%

出所: 一般送配電事業者の需給データよりISEP作成

出所：経産省「電力基本政策小委員会」資料
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東京電力エリアの電力需給(2020年4月23日～29日)

12出所: https://isep-energychart.com/

4月26日11時台
再エネ:55%

https://isep-energychart.com/
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エネルギー永続地帯
都道府県別の自然エネルギー電力の供給割合
(2019年度の実績を推計)
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• 21県で再生可能エネルギー電力供給が域内の民生＋農水用電力需要の30％を超えている。

自然エネルギー供給率(都道府県別:電力)

永続地帯2020年度版報告書(2021年4月リリース)
https://sustainable-zone.com/

出典：永続地帯研究会(千葉大倉阪研+ISEP)
データよりISEP作成

• 100％エネルギー永続地帯市区町村は、138に

• 自然エネルギー電力100%を超える市町村が226に

http://www.sustainable-zone.org/
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固定価格買取制度(FIT制度)
都道府県別の運転開始の状況(2020年末現在)
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出所：資源エネルギー庁データからISEP作成 ※移行認定を含む
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東京都周辺の県の再生可能エネルギー累積導入量
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東京都内の再生可能エネルギー発電設備の導入状況

16

都内の太陽光発電の2020年末の累積導入量は約60万kW(住宅用44万kW)

バイオマス発電 17万kW
(バイオマス比率を考慮)

住宅用太陽光発電
(10kW未満) 44万kW

低圧事業用太陽光発電
(50kW未満) 11万kW

高圧事業用太陽光発電
(50kW以上) 4万kW
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ゼロエミッション東京戦略

17出所: 東京都ゼロエミッション戦略の概要
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2. 気候危機とゼロエミッション東京戦略
ゼロエミッション東京戦略(2050年の目指すべき姿)

18出典:東京都「ゼロエミッション東京戦略」

2050年の目指すべき姿:100%脱炭素化, 再エネ由来水素, ゼロエミッションビル, ZEV化等
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気候危機とゼロエミッション東京戦略
東京都の気候変動・エネルギー政策

19出典: 東京都資料(2019年10月)
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ゼロエミッション東京戦略2020 Update&Report (2021年3月)
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出所: 東京都環境局(2021年3月30日)
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/policy_others/zeroemission_tokyo/strategy_2020update.html

2030年までのCO2排出量の半減、
カーボンハーフの実現
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
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• 現状のエネルギー需要の内訳(部門別、業種別、地域別)を把握
• 現状のエネルギー需要に対する省エネルギーのポテンシャル把握
• 現状から2050年に向けた省エネルギーのシナリオ検討
• 電化(交通輸送、熱部門)を前提に2050年に向けた電力需要のシナ

リオ作成
• 東京都で供給可能な再生可能エネルギーのポテンシャル把握
• 現状から2050年に向けた電力供給の再生可能エネルギー100%の

シナリオ検討
• 現状から2050年に向けたエネルギー消費全体の再生可能エネル

ギー100%シナリオ検討
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東京都のエネルギー消費の現状：部門別

22出所:東京都「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度速報値)」

2018年度
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東京都のエネルギー消費の現状：エネルギー種別

出所:東京都「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2018年度速報値)」

2018年度
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東京都のエネルギー消費の現状
東京都の最終エネルギー消費(2017年度)部門別(業務部門)

24
出所:東京都「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2017年度確報値)」
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東京都のエネルギー消費の現状
東京都の最終エネルギー消費(2017年度)

25
出所:東京都「都内の最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量(2017年度確報値)」



環境エネルギー政策研究所

省エネルギーのポテンシャルの考え方

• 家庭部門
• ゼロエネルギー住宅(ZEH)基準での一次エネルギー消費量20%削減(ZEH＋
では25%削減)

• 断熱対策、設備(冷暖房、給湯、キッチン、照明等)の省エネ型への更新・
改修などにより35%削減ポテンシャル

• 業務部門
• 事務所ビルの断熱強化、機器の省エネ対策により2050年には70%の削減ポ
テンシャル

• ZEBでは、建物全体で20%以上の削減が求められる(設備のエネルギー効率
向上により50%削減)。

• 産業部門
• エネルギー効率の向上(省エネ法ベンチマークなど)、電化(HPへの転換)

• 輸送部門：燃費向上と輸送量の削減、電気自動車への転換

[活動量の削減](生産量, 床面積, 世帯数, 輸送量等)
×

[エネルギー効率の改善](活動量あたりのエネルギー消費量)
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グリーン・リカバリーを前提とした省エネルギーシナリオの検討
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[活動量の削減](生産量, 床面積, 世帯数, 輸送量等)
×

[エネルギー効率の改善](活動量あたりのエネルギー消費量)

2030年 2050年 考え方
産業
部門

-6% -19% 全国の将来人口3)比例で減少。（海外移
転は見込まず）

業務
部門

+2% -1% 2030年に事務所の床面積を2017年比
10%減。2030年以降は東京都の将来人
口に比例。

家庭
部門

+5% +1% 社人研将来推定通り

運輸
旅客

-10% -13% 2030年に2017年比10%減。2030年以降
は東京都の将来人口に比例

運輸
貨物

-10% -23% 2030年に2017年比10%減。2030年以降
は全国の将来人口に比例

活動量(2017年に対する比率)
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グリーン・リカバリーを前提とした省エネルギーシナリオの検討
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部門 対象 2030年まで 2030以降2050年まで
業務部門 ビル 2024年まで新築・建替時に断熱基準

(300m2以上)2025年より新築・建替時に
ZEB(欧米並み断熱)導入

新築・建替時にZEB(欧米並み断熱)
導入、既存建築の断熱改修(2050年
までに全建築物が断熱基準達成)

機器 更新時にトップクラス省エネ設備導入。
冷暖房熱利用は電気小口(及び再エネ熱)に転換
LEDや動力設備でシステム改善を含めて対策実施

家庭部門 住宅 2024年まで新築・建替時に断熱基準
(300m2以上)
2025年より新築・建替時にZEH(欧米並
み断熱)導入

ZEH導入、既存建築の断熱改修
(2050年までに全建築物が断熱基準
達成)

機器 更新時にトップクラス省エネ設備導入
冷暖房熱利用は電気小口(及び再エネ熱)に転換

運輸部門 乗用車 内燃機関(効率改善35%、運用改善5%)
電気自動車EV化20%(効率改善80%)

全てEV化

バス 内燃機関(効率改善15%)
電気自動車EV化5%(効率改善70%)

全てEV化

トラック 内燃機関(効率改善15%、運用改善10%)
電気自動車EV化5%(効率改善70%)

全てEV化

鉄道,船舶,航空 効率改善：鉄道10%、船舶10%、航空20%(2030年までに達成、2050年も維持)
産業部門 排出量取引制度の削減義務相当の効率改

善(2030年までに21%削減)
低温・中温熱で一部電気ヒートポン
プ化(効率改善70%)、電化実施、全
体10%省エネ
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東京都の省エネルギーシナリオの試算
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2030年にエネルギー消費量を2000年比55%減、2050年に72%減
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東京都の省エネルギーシナリオの試算
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• 2030年にエネルギー消費量を2000年比55%減、2050年に72%減
• 2030年に電力消費量を2000年比37%減、2050年に37減
• 電化率は2030年に52%、2050年に83%(2000年度は37%)
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東京都の省エネルギーシナリオ：
省エネルギーによる経済効果
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• 2020-2050年で13兆円の省エネルギー設備への投資額に対して、光熱費削減が累積で35兆円
に達する(差額の便益は22兆円で、年間0.7兆円)

• 2020-2050年の経済波及効果の累積は都内で約31兆円(年間1兆円) 都外で約30兆円(年間1兆円)

便益

雇用

都内：6.5万人
都外：7.0万人
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
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• グリーン・リカバリーを全体とした省エネルギーシナリオ
• 2050年に全部門(電力、熱、交通)で再生可能エネルギー100%とす
るシナリオを検討する

• 東京都内(域内)の再生可能エネルギーを導入ポテンシャルに対し
て最大限利用する。

• 域内の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルは環境省REPOSの
地域別ポテンシャルを参照する。

• 東京都外(域外)からの太陽光発電および風力発電などの電力を利
用する。

• 風力発電は、東京電力エリアの洋上風力発電を中心に利用する。
• 水素、グリーンガス、グリーン燃料は再生可能エネルギーの余剰
電力を使って域内で製造したものを中心とする。
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域内の再生可能エネルギーのポテンシャル

• 東京都内での再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとしては、
環境省のREPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)による
評価を用いる。再生可能エネルギーの導入ポテンシャルとして
まず太陽光、太陽熱、地中熱などがある。

• 風力については、純粋な都内の導入ポテンシャルは小さいが、
東京電力エリアの千葉県銚子沖など洋上風力の導入ポテンシャ
ルを含めて評価をする。

• 域内での余剰電力については、セクターカップリングにより熱
や水素に変換したのちに、そのまま使う方法と、カーボンリサ
イクル技術によりメタン等に変換して都市ガスインフラを使っ
て家庭や業務施設に供給する形態を想定する。

• さらに水素あるいは水素から製造したグリーン燃料なども想定
する。
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域外の再生可能エネルギーのポテンシャル
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東京都外の再生可能エネルギーの導入ポテンシャルについても、
REPOSにより想定することが可能である。送電網を介して効率よ
く調達するには出来るだけ近い地域からの調達が望ましいが、関東
エリアに加えて東北エリアの太陽光発電や風力発電の導入ポテン
シャルは東京都内の需要に比べても十分に大きいと想定される。
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東日本の都道府県の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

35

[GW] 住 宅 用 等
太陽光

公 共 系 等
太陽光

陸上風力 洋 上 風 力
(着床式)

洋 上 風 力
(浮体式)

北海道 8.0 454.1 156.1 111.1 208.4
青森県 3.2 78.3 9.2 56.1 156.8
岩手県 3.2 91.2 17,9
宮城県 4.4 79.1 4.3
秋田県 2.7 90.8 11.3
山形県 2.7 72.8 7.0
福島県 4.5 100.0 14.3
茨城県 7.5 90.5 0.7 31.8 40.8
栃木県 4.8 71.1 0.6
群馬県 4.9 36.4 0.1
埼玉県 9.1 40.9 0.02
千葉県 9.2 75.1 0.7
東京都 8.3 4.7 0.7
神奈川県 8.2 10.9 0.1
新潟県 5.2 111.0 3.6

出所: 環境省REPOS
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域内の再生可能エネルギー導入ポテンシャル

再エネ種別 域内の導入ポテンシャル

太陽光発電 15.9TWh(住宅8.3GW, 公共4.7GW)※主に都内
の建物の屋根(設備利用率14%)

風力発電 227.8TWh(陸上2.0TWh,着床洋上95.6TWh, 浮
体洋上130.2TWh)※東京電力エリアも対象に
含める

地熱発電 0.05TWh (7,4MWフラッシュ、バイナリー)

中小水力発電 0.10TWh(15.5MW)
太陽熱 6.5TWh(主に都内の建物の屋根)
地中熱 79.2TWh(下水熱なども含む)

環境省のREPOS(再生可能エネルギー情報提供システム)により評価
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再生可能エネルギーの導入シナリオの前提

• 東京都の省エネルギーシナリオのエネルギー消費量を前提に、
2018年度のデータを基準に2050年のエネルギーバランスを検討す
る。2050年の年間電力量需要を満たす太陽光発電として太陽光発
電と風力発電については域内と域外にわかれる。

• 東京都の域外の再生可能エネルギーについては、主に送電網を通
じて都内に供給されるが、東京都内での電気の利用にあたっては
小売電気事業者を通じて都内の事業者や個人が調達をすることを
想定している。調達にあたっては個人の住宅等については小売電
気事業者によるメニューにより一括で再生可能エネルギー比率の
高い電気を購入する。事業所については、メニューによる購入の
ほか、域外の発電事業者と直接購入契約を結ぶ(PPA)形式等を想
定する。
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
再生可能エネルギー発電設備の累積導入量

38

発電種別 2020年 2030年 2050年 備考

域内 域外 域内 域外 域内 域外

太陽光発電 0.65 4.18 1.63 10.60 12.23 12.23 域内は主に屋根

風力発電 0.01 0.20 0.38 1.90 4.44 1.90 主に洋上風力

地熱発電 0.00 0.01 0.00 0.02 0.01 0.02
バイオマス発
電

0.17 0.00 0.08 0.08 0.00 0.00 廃棄物発電

水力発電 0.01 0.69 0.01 0.72 0.02 0.80 中小水力

合計 0.83 4.57 2.11 13,24 16.70 14.95 単位:[GW]
※2030年電力の再エネ割合50%の場合

域内 域外

太陽光 100MW/年 640MW年

風力 40MW/年 170W/年
計 140MW/年 810MW/年

2030年までの年間導入量
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
再生可能エネルギー年間電力量の試算

39

100%

50%

16%

※2030年電力の再エネ割合50%の場合
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
年間電力量の試算

40

[TWh] 2018
年度

2020
年度

2030
年度

2050
年度

域内
(2050年度)

備考

太陽光発電 4.66 5.37 15.00 30.00 15.00 域内は建物の屋根

風力発電 0.48 0.55 6.00 16.67 11.67 主に洋上風力

地熱発電 0.05 0.06 0.10 0.20 0.05
バイオマス発電 0.42 0.65 0.50 0.00 0.00 主に域内廃棄物

水力発電 4.00 4.30 4.50 5.00 0.10 域内は中小水力

火力発電 66.02 58.58 25.37 0.00 0.00 2030年迄に脱石炭

原子力発電 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
電力量合計 80.08 69.54 51.76 51.87 51.87
RE電力合計 9.62 10.93 26.10 51.87 26.82
RE電力割合 12.0% 15.7% 50.4% 100.0% 51.7%
域内RE電力割合 2.3% 2.7% 4.5% 51.7%

※2030年電力の再エネ割合50%の場合
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
比較：2030年の再生可能エネルギー電力の割合

41
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオ：
再生可能エネルギー年間消費量の試算

RE
100%

56%

28%
8%

60%
(域内)

6%
27%

2%

2050年までに再生可能エネルギー100%(域内60%以上)を実現する。

※2030年電力の再エネ割合50%の場合
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
年間エネルギー供給量の試算

43

[TWh] 2018年度 2030年度 2050年度 域内(2050年) 備考

太陽光発電 4.66 15.00 30.00 15.00 域内は主に建物の屋根

風力発電 0.48 6.00 16.67 11.67 主に洋上風力

地熱発電 0.05 0.10 0.20 0.05
バイオマス発電 0.42 0.50 0.00 0.00
水力発電 4.00 4.50 5.00 0.10 域内は中小水力

太陽熱 0.32 1.50 3.00 3.00 主に建物の屋根

バイオマス熱 0.75 0.50 0.00 0.00 主に廃棄物

地熱 0.05 0.20 3.00 3.00 地中熱など

水素 0.00 0.20 2.00 2.00 余剰再エネ由来

グリーンガス 0.00 0.00 1.21 0.80 余剰再エネ由来

グリーン燃料 0.00 0.00 2.00 2.00 余剰再エネ由来

RE合計 10.74 28.20 62.65 37.62
RE割合 6.4% 27.9% 100.0% 60.0%
域内RE割合 1.7% 6.0% 60.0%

※2030年電力の再エネ割合50%の場合
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
年間CO2排出量の試算(2030年電力RE50%)

44

2050年までにゼロエミッションを実現する(2030年60%以上削減)。

※2030年電力の再エネ割合50%の場合

※原発ゼロ、2030年度までに脱石炭を前提
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
年間CO2排出量の試算

45

万t-CO2/年 2018年度 2020年度 2030年度 2050年度

電力 3,707 2,898 962 0
都市ガス 856 720 434 0
LPG 72 78 49 0
燃料油 917 863 505 0
廃棄物等 185 185 90 0
合計 5,736 4,744 2,041 0

削 減 率

(2000年比) 2.6% 19.5% 65.4% 100%

※2030年電力の再エネ割合50%の場合
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東京都内の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
比較：CO2排出量削減率

46

-65.4%
-71.7%

-81.7%

2030年の電力再エネ割合を50%から100%に増やすことで2030年の
CO2排出量を80%以上削減することができる。
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東京都の再生可能エネルギー100%シナリオの検討
比較：再生可能エネルギーの経済波及効果および雇用

47

• 再エネによる経済波及効果および雇用は2030年の電力再エネ割合
を50%から100%に増やすことで主に都外で増加

27.2兆円
都内:5.0兆円

都外:22.2兆円

30.3兆円
都内:5.4兆円

都外:24.9兆円

41.4兆円
都内:7.7兆円

都外:33.7兆円
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再生可能エネルギー100%シナリオ
省エネおよび再エネの投資額および経済波及効果

• 省エネ投資額13.4兆円、再エネ費用(投資＋運転)18.4兆円
• 省エネ経済波及効果31.1兆円(都内)、29.5兆円(都外)
• 再エネ経済波及効果7.7兆円(都内)、33.7兆円(都外)

※2030年電力RE50%の場合



環境エネルギー政策研究所

シナリオのエネルギーモデル分析の方法

49

• 本シナリオの各年度のエネルギーバランスについてはエネルギー
モデル分析ツールEnergyPLANを用いて確認する。

• EnergyPLANは、オールボー大学(デンマーク)が開発した
Input/Outputモデルによる国や地域レベルのエネルギーシステム
分析ツールである。

• ある国や地域の1年間の電力需給、熱需給(冷熱含む)、産業部門、
交通部門のエネルギーバランスを1時間毎に分析(シミュレーショ
ン)する。シミュレーションは基準となる2018年度に対して2030
年度と2050年度について分析を行う。

http://www.energyplan.eu/

http://www.energyplan.eu/
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エネルギーモデル分析ツール：EnergyPLAN
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需要
(電気、
熱、
交通)

再エネ

電源

貯蔵

交通

入力 出力

供給量
余剰
外部から
燃料消費量
CO2排出量
再エネ比率

制約条件

コスト条件

http://www.energyplan.eu/

http://www.energyplan.eu/
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EnergyPLANによるエネルギー分析モデル

51

再エネ資源 エネルギー転換 電力システム＆貯蔵 エネルギー需要

バイオマス
燃料

再エネ発電
(太陽光,風力等)

再エネ熱
(太陽熱など)

火力

変動再エネ

CHP

変動
再エネ熱

グリーン燃料

ヒートポンプ

燃料貯蔵

電力システム

蓄電システム

蓄熱システム

運輸
(自動車等)

電力需要
(変動)

冷房

熱供給
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EnergyPLANのエネルギーモデル分析例

52

電力需要 電力供給

2030年

2050年
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「再生可能エネルギー100%」に向けた提言

53

1. 再生可能エネルギー100%による2050年ゼロエミッションの実現
2. 野心的な目標の法定化
3. 再生可能エネルギー100%に向けた域内の設備導入の促進
4. 再生可能エネルギー100%に向けた調達の仕組みの構築
5. 情報提供の拡充
6. 業務部門と家庭部門の断熱建築・ZEB/ZEH、再生可能エネル

ギーの確実な普及
7. 業務部門の面的な省エネルギーおよび再生可能エネルギー等利

用の推進
8. 運輸部門のエネルギー効率化と支援
9. 市民参加・マルチステークホルダーの推進および専門家による

支援制度
10. 公正な移行にもとづくエネルギー転換の推進
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提言1:
再生可能エネルギー100%による2050年ゼロエミッションの実現

• 気候危機の影響をできるだけ低減するため、世界のCO2排出量の
約0.1%を占める大都市、東京都として排出削減の役割を担うべき
である。

• 世界平均で気温上昇1.5℃未満(産業革命前比)を目指すため、2050
年CO2排出実質ゼロ(ゼロエミッション)を必達目標として実現す
る。

• ゼロエミッション目標達成にあたって過酷事故や放射性廃棄物の
長期の管理に問題のある原子力発電所の電気には依存しないこと
を前提とする。

• 化石燃料の中でもCO2排出量が特に大きく、大気汚染物質、有害
化学物質、重金属などの排出量が大きい石炭火力の電気は優先的
に削減し、2030年までに使用を中止する。

• 大消費地である都市の特性をふまえ、域内外での化石燃料消費の
削減、化石燃料による火力発電の電気の調達からの脱却を図る。
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提言2: 野心的な目標の法定化

55

• エネルギー消費量：2030年度に50%削減(2000年度比)としている目標を着実に実現
し、2050年度に70%削減と合わせて行政計画に組み込む。

• CO２排出量削減：2030年度のCO2排出量削減目標を現行目標の50%(2000年度比)
から60%以上に引き上げ、2050年までにゼロエミッションの実現を目指す。

• 電力消費に対する再生可能エネルギーの割合：2030年50%とする現行目標に対し
て、目標を70%以上に引き上げ、2030年100%まで引き上げることを目指す。

• 最終エネルギー消費に対する再生可能エネルギー割合の目標：2030年に30%～
54%とし、域内の再生可能エネルギーの割合10%～18%を目指す。2050年度に最
終エネルギー消費に対して100%を目標とし、その実現のための具体的なロード
マップを策定する。その際の域内の再生可能エネルギーの割合について60%以上
を目指す。

• 再生可能エネルギー種別毎の明確な導入目標を策定する。太陽光発電について、
東京都のカーボンハーフと同じ2030年に再生可能エネルギー電力50%を目指す場
合は都内に累積導入量の目標を1.6GW(160万)程度、2030年に再生可能エネルギー
電力100%を目指すには、累積導入量の目標を最大8GW(800万kW)とする必要があ
る。
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提言3: 
再生可能エネルギー100%に向けた域内の設備導入の促進

56

• 東京都内ですでにある「東京ソーラー屋根台帳」において建物の屋上に設置する場合の太
陽光発電および太陽熱のポテンシャルマップを活用する。

• ZEHやZEBと共に新築時の太陽光発電の設置義務化すると共に、太陽熱の導入への支援
(導入検討、補助金など)を行う。

• 既築の建築物の屋根での太陽光発電の導入を進めるため、導入の検討を義務化すると共に、
初期投資の負担やリスクを軽減するために地域エネルギー事業者を認定して、屋根貸し事
業モデルやPPAモデルの推進を行う。

• 駐車場や空地の活用についても認定された地域エネルギー事業者を中心に進め、農地につ
いてはソーラーシェアリングでの事業を行い、都市型農業との共存を図る。

• 域内の風力発電については、東京電力エリアの広域で都内の事業者や都民が出資する形
で認定された地域エネルギー事業者が事業開発を行う。

• 陸上風力については、東京電力エリアでの適地が小さいことから、銚子沖の洋上風力など
も事業会社と協働での事業対象として検討する。ただし、風力発電の開発は環境アセスメ
ントを含めて長期間かかることから、2030年までは38万kWから最大で2GW(200万kW)程
度を想定し、2030年以降の本格的な導入を前提に認定された地域エネルギー会社が事業開
発を進める。

• 地域内の再生可能エネルギーとしては、太陽熱や地中熱など熱の利用も重要である。太
陽熱の導入は「東京ソーラー屋根台帳」を活用して、住宅や工場などの屋根での設置の検
討を義務化する。

• 再生可能エネルギーの余剰電力を活用するインフラとして蓄電池や蓄熱設備などの導入
を防災面での活用と合わせて進める。
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提言4:
再生可能エネルギー100%に向けた調達の仕組みの構築

57

• 域内および域外からの再生可能エネルギー電力の調達をスムーズ
に行うことができるような仕組みを構築する必要がある。

• 具体的には現在、「東京都エネルギー環境計画書制度」で行われ
ている電気事業者の排出係数および再生可能エネルギー割合の計
画や報告を活用して、再生可能エネルギーの割合が高い地域新電
力への支援を行い、発電事業者とのマッチングなどをすることで、
再生可能エネルギー100%の電力調達を都民や都内の事業者が進
めやすくする。

• 域内の送配電網がネックになる場合には、そのインフラ整備を行
う送電会社あるいは配電会社を一般送配電事業者と共同で設立し、
送電網・配電網の整備を行う。
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提言5:情報提供の拡充

58

• 東京都は、区市町村や大学・研究機関、地域の専門家実務者など
と協力し、区市町村域の排出量、エネルギー消費量情報の提供を
少なくとも年度毎、指標によっては月毎、日毎、時間毎に行う。

• 中小企業への情報提供は、業種毎のエネルギー原単位、CO2排出
原単位(生産量など)の情報、典型対策の情報を公的に提供する。

• 産業・業務部門に対しては業種ごとのエネルギー原単位情報(生産
量あたり、床面積あたりなど)の優良レベルと平均レベルの情報を
提供する。

• 大規模事業所、大規模建築、公的施設については生産量または床
面積あたりエネルギー、床面積あたりCO2排出量、再生可能エネ
ルギー割合について都の制度で個別に公表するととともに、業種
平均などとの関係も含め、建物に表示を義務化する。これは地域
の同業種企業などに参考になる。

• さらに各部門、各業種の典型対策の種類、削減効果、費用対効果
などの情報を提供する。
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提言6：業務部門と家庭部門の断熱建築・ZEB/ZEH、
再生可能エネルギーの確実な普及

59

• 業務部門：新築建物の断熱規制を導入し、建築物についてはZEBの省エネ基準を達成する
ようにする。国の制度で義務化しなかった300m2未満の建築物を含め、2025年からはZEB
の省エネ部分の基準達成を求める(地域工務店、小規模建築業者が施工できるよう、研修、
断熱評価ツールなど支援を行う)。
• 欧州パッシブ建築なみの省エネビルの建設を支援する。
• 賃貸ビルについては、広告にも断熱情報の表示を義務化する。
• 大口建築物の新築・大規模改修については、再エネ発電設備(太陽光発電など)または

再エネ熱利用設備(太陽熱、地中熱など)導入を義務化し、割合は公表する。
• 断熱建築、省エネルギー機器への固定資産税など資産課税の軽減をする。

• 家庭部門：断熱建築の確実な普及を図るため、新築断熱規制を導入。国の制度では義務化
されていなかった300m2未満の建築物を含め、2025年からは断熱推奨基準の達成、2030年
からはZEHの省エネ部分の基準達成を求める(地域工務店、小規模建築業者が施工できるよ
う、研修、断熱評価ツールなど支援を行う)。
• 欧州パッシブ建築なみの省エネ住宅の建設を支援する。
• 太陽光発電については、新築住宅への設置を義務化し、既存住宅においても導入の検

討を基本的に全戸に対して行い、設置の際の優遇策を講じる。
• 住宅広告に断熱情報を表示する。断熱建築、省エネ機器への固定資産税など資産課税

を軽減する。
• 大口事業所、大規模建築、公的施設については生産量または床面積あたりエネルギー、床

面積あたりCO2排出量、再生可能エネルギー割合について個別に公表し、業種平均などと
の関係も含め、建物に表示する。
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提言7: 業務部門の面的な省エネルギーおよび
再生可能エネルギー等利用の推進
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• エネルギーの地産地消は脱炭素化に加え、レジリエンス強化やエネルギー安全
保障の面でも重要であり、一定規模以上(1万m2以上)都市開発エリアでは、地域
熱供給などエネルギーの面的利用を義務化し、都内にすでに90区域以上ある地
域熱供給(地域冷暖房)区域を含めて地域の再生可能エネルギー等を活用する検討
を義務化する必要がある。

• 業務部門での面的な省エネルギーや再生可能エネルギー利用の推進を行うため
には、未利用エネルギー(排熱、地中熱、地下水、河川熱、海水熱、下水道熱な
ど)や再生可能エネルギー熱(太陽熱、バイオマスなど)によるエネルギー効率の
高い地域熱供給のインフラ整備を公共インフラとして計画的に実施する。

• 新規の地域熱共有や既存の地域熱供給の熱源を再生可能エネルギーや未利用エ
ネルギーに転換し、セクターカップリングなどスマートエネルギー化を推進す
る。

• 住宅についても面的な地域熱供給の検討を行い、インフラ(熱導管や排熱・熱源
水ネットワークなど)を整備する。

• 再生可能エネルギー熱や未利用エネルギーの導入目標やロードマップを策定す
る。
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提言8: 運輸部門のエネルギー効率化と支援
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• 運輸部門での内燃機関の省エネルギーとして、燃費の悪い車に
対し、都道府県税の自動車税の重課税を行う。

• 内燃機関車の販売禁止年を制定し、保有禁止年の目安を定め、
公表する。燃料電池車の支援政策として、その効果を表示する。

• 2030年度以降は東京都の入札要件に運輸事業者の電気自動車の
保有台数や割合、充電時に使用する電気の再生可能エネルギー
の割合等を高める。

• 徒歩や自転車で移動できる都市づくり、公共交通のインフラ整
備と電化政策を行う。貨物については共同輸送を進める。

• 地域の実情に応じてカーシェアリング、コンパクトシティ、
ショートウェイシティが可能な都市計画を進める。
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提言9: 市民参加・マルチステークホルダーの推進および
専門家による支援制度
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• ゼロエミッション東京戦略での再生可能エネルギー100%の実現
に向けては、市民や地域主体の取組みが重要であり、市民参加
によるルール検討や政策決定が求められる。

• 地方自治体、事業者、消費者、専門家そして市民など多くのス
テークホルダーが参画してオープンなプロセスで政策を協議し、
計画の策定から実行、そしてチェック、アクションまで何回で
もスムーズに行う場が求められる。

• 中小企業、家庭が省エネルギー対策や再生可能エネルギー導
入・調達に取り組めるよう、東京都が区市町村や大学・研究機
関、地域の専門家実務者などと協力し、エネルギー診断、専門
家派遣とアドバイス、省エネルギー設備投資の相談、再エネ設
備投資の相談や診断を無料または安価で受けられるようにする。

• 専門家・実務家人材を都が集め、公的アドバイス要員を区市町
村に紹介。その人件費を東京都が支出する。
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提言10: 公正な移行にもとづくエネルギー転換の推進
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• 省エネルギーの推進や再生可能エネルギー100%への取り組みを
進める中で、従来の化石燃料(ガソリン、軽油、都市ガスなど)か
ら電化による電気の利用に移行する必要がある。

• 化石燃料の流通にかかわる事業者や雇用については、再生可能エ
ネルギーに必要なインフラ(送電網、蓄電システムなど)の整備や
再生可能エネルギーの地域内での導入を進める地域エネルギー事
業会社の雇用などである程度カバーして、公正な移行が進むよう
にする必要がある。
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ご清聴ありがとうございました。
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